
平成 14年 1月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 9月 20日

上   場   会   社   名      積水ハウス株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号      1928 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 専務取締役（経理担当） 大阪府

　　　　  氏　　     名　　　　　　　　山田　幹夫 TEL (06) 6440 - 3111

中間決算取締役会開催日　　平成 13年 9月 20日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　       平成 13年 9月 28日

１. 13年 7月中間期の業績（平成 13年 2月 1日 ～ 平成 13年 7月 31日）
(1)経営成績

　　　　売   上   高 　   営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 7月中間期 569,289 △ 7.2 34,400 △ 28.7 35,300 △ 16.9
12年 7月中間期 613,230 1.5 48,229 59.4 42,459 38.7
13年 1月期 1,184,186 85,453 78,187

　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 7月中間期 △ 20,715 - △ 28.33
12年 7月中間期 13,659 △ 8.3 19.08
13年 1月期 22,777 31.70
(注)①期中平均株式数    13年 7月中間期   731,097,547株   12年 7月中間期   715,828,130 株   13年 1月期   718,531,787 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金 （注）13年 7月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

13年 7月中間期 9.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

12年 7月中間期 9.00 －
13年 1月期 － 20.00

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 7月中間期 1,328,842 694,033 52.2 949.30
12年 7月中間期 1,343,791 704,749 52.4 977.14
13年 1月期 1,335,453 707,376 53.0 980.78
(注)期末発行済株式数    13年 7月中間期  731,098,922 株   12年 7月中間期   721,235,443 株   13年 1月期   721,235,443 株

２. 14年 1月期の業績予想（ 平成 13年 2月 1日  ～  平成 14年 1月 31日 ）
　   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 1,130,000 65,000 △ 7,000 9.00 18.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △9 円   57銭　

　　　売   上   高 　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

    中間(当期）純利益

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率
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1.中間貸借対照表   

（単位：百万円）

期 別

科 目 
当 中 間 期 

(平成13年7月31日現在）

前 年 中 間 期 
（平成12年7月31日現在）

前     期 
（平成13年1月31日現在） 

対前期比較増減

（ 資 産 の 部 ） （１，３２８，８４２）（１，３４３，７９１）（１，３３５，４５３） （△ ６，６１１）

流 動 資 産 ８１６，８９５ ８４０，１７７ ８３０，２６３  △ １３，３６８

 現 金 預 金  １７０，９６１ ２１４，９５０ ２７１，３４９  

 受 取 手 形  １，４９６ ２，２４８ １，８６０  

 完 成 工 事 未 収 入 金  ８７，５１５ １０６，０２０ １２１，５５１  

 不 動 産 事 業 売 掛 金  ２，５７２ ５，２２７ ３，３２１  

 有 価 証 券  １２９，６２８ ７１，５８６ １３，２０５  

 未 成 工 事 支 出 金  ５７，２３２ ５２，９４３ ５６，６７０  

 分 譲 用 建 物  ３４，１４４ ３３，８７２ ３４，１０４  

 分 譲 用 土 地  １８９，０９４ １５７，５０４ １６９，５２５  

 未 成 分 譲 用 土 地  １８，３０９ ２６，３７０ ２２，７１４  

 そ の 他 の た な 卸 資 産  ３，９２４ ４，１２３ ４，０８６  

 前 渡 金  ３１，４７４ ２８，９９２ ３０，２３２  

 前 払 費 用  ４，４３９ ４，２１１ ４，５２３  

短 期 貸 付 金  ０ １９，４８２ ０  

未 収 入 金  １６，６０４ ２７，９０７ １８，３１８  

 繰 延 税 金 資 産  ６８，８３５ ８５，０４７ ７４，２６９  

 そ の 他 の 流 動 資 産  ２，６１２ ２，６６６ ７，３１４  

 貸 倒 引 当 金  △  １，９５２ △  ２，９７９ △  ２，７８６  

固 定 資 産 ５１１，９４７ ５０３，６１３ ５０５，１９０  ６，７５７

有 形 固 定 資 産 ２６３，６１５ ２７４，６７４ ２６５，８９６  △  ２，２８１

 建 物 １０９，６４４ １１３，７３７ １１０，９２６  

 構 築 物 ５，３７８ ５，４７５ ５，３４７  

 機 械 及 び 装 置 １３，５０５ １４，８９０ １４，１３０  

 車 輌 及 び 運 搬 具 ２２３ ２６７ ２３１  

 工 具 器 具 及 び 備 品 ４，１６３ ４，２１２ ４，０１２  

 土 地 １２９，８１９ １３５，２８７ １３０，６７４  

 建 設 仮 勘 定 ８７９ ８０４ ５７４  

無 形 固 定 資 産 ７，７１９ ８，４３８ ７，８７２  △    １５３

 借 地 権  ４，７６２ ６，０３３ ４，９２２  

 ソ フ ト ウ エ ア  ２，２２３ １，６８５ ２，２３３  

 施 設 利 用 権  ４６ ５２ ４９  

 電 話 加 入 権  ６８６ ６６６ ６６７  

投 資 等 ２４０，６１２ ２２０，５００ ２３１，４２０  ９，１９２

 投 資 有 価 証 券  ５６，８６１ ６１，５５８ ６０，２１９  

 関係会社株式及び出資金  １７，６４３ ２１，０４７ １７，２５９  

 長 期 貸 付 金  １１４，８７８ １０４，３０９ １１８，１５３  

 長 期 前 払 費 用 １，１５２ １，０６３ １，１１７  

敷 金 及 び 保 証 金 １４，６９０ １４，８６７ １４，６８１  

 繰 延 税 金 資 産  ３７，２８２ ９，９６１ ８，８８０  

 そ の 他 の 投 資  １３，１４７ １２，７２２ １２，８７７  

 関係会社投資評価引当金  △    ６８２ △  ４，０５０ △    ６８２  

 貸 倒 引 当 金  △ １４，３６２ △    ９８０ △  １，０８６  

合 計 １，３２８，８４２ １，３４３，７９１ １，３３５，４５３  △  ６，６１１
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（単位：百万円）

期 別

科 目 
当 中 間 期 

(平成13年7月31日現在）

前 年 中 間 期 
（平成12年7月31日現在）

前     期 
（平成13年1月31日現在） 

対前期比較増減

（ 負 債 の 部 ） （６３４，８０９） （６３９，０４１） （６２８，０７６） （  ６，７３３）

流 動 負 債 ３８２，６８９ ３７４，７５５ ３７４，５９５    ８，０９４

 支 払 手 形  １２１，４３３ １２３，４６１ １２７，２８２  

 買 掛 金  ２２，４０１ ２５，１９８ ２２，０１０  

 工 事 未 払 金  ４７，４５９ ５６，９０７ ５４，８８９  

 短 期 借 入 金  － １００ －  

 一年以内に期日到来の転換社債  ６０，４７８ ４０，０００ ５１，２００  
 
 
一年以内に返済予定の長期借入金  ５０４ ２０５ ５  

 未 払 金  ２，７８４ ３，０４３ ３，６８６  

 未 払 費 用  ９，５８３ ８，７００ ９，２４３  

 未 払 法 人 税 等  ６，３２８ ８，１１８ ４９１  

 未 払 消 費 税 等  ４，８０１ ５，０４０ ６，４６１  

 未 成 工 事 受 入 金  ６８，４３０ ６１，７９５ ６０，８３４  

 前 受 金  ４，７７３ ４，２７５ ３，６８８  

 賞 与 引 当 金  １２，３３９ １５，０９２ １３，２７０  

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  １，０７８ １，１４６ １，０９７  

 そ の 他 の 流 動 負 債  ２０，２９３ ２１，６７０ ２０，４３４  

固 定 負 債 ２５２，１１９ ２６４，２８５ ２５３，４８１  △  １，３６２

 社 債  ４０，０００ ４０，０００ ４０，０００  

 転 換 社 債  １０２，８１９ １６３，２９９ １５２，０９９  

 長 期 借 入 金  ２０，００８ ２０，５１５ ２０，５１０  

 預 り 敷 金 及 び 保 証 金  １１，５２５ １１，９５３ １１，７６０  

 退 職 給 与 引 当 金  － ２７，９３５ ２８，４４３  

 退 職 給 付 引 当 金  ７７，０１４ － －  

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ７５２ ５８２ ６６７  

（ 資 本 の 部 ） （６９４，０３３） （７０４，７４９） （７０７，３７６）（△１３，３４３）

資 本 金 １８６，５５１ １８６，０５７ １８６，０５７  ４９４

 法 定 準 備 金  ２８１，４８６ ２６２，１４９ ２６２，７９８  １８，６８８

 資 本 準 備 金  ２５９，０１５ ２４１，１４５ ２４１，１４５  

 利 益 準 備 金  ２２，４７０ ２１，００４ ２１，６５３  

そ の 他 の 剰 余 金 ２２８，８１４ ２５６，５４２ ２５８，５２０  △ ２９，７０６

 住 宅 品 質 保 証 積 立 金  １２，５００ １２，５００ １２，５００  

 配 当 準 備 積 立 金  １５，０００ － －  

 海 外 事 業 積 立 金  － １，１００ １，１００  

 別 途 積 立 金  ２１３，３００ ２２０，３００ ２２０，３００  

 
中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 又 は 

中 間 未 処 理 損 失 （ △ ） 
 △    １１，９８５ ２２，６４２ ２４，６２０  

 （中間（当期）純利益又は中間純損失（△））  （△    ２０，７１５） （１３，６５９） (２２，７７７) 

 その他有価証券評価差額金 △   ２，８１８ － －  △  ２，８１８

合 計 １，３２８，８４２ １，３４３，７９１ １，３３５，４５３  △  ６，６１１
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２.中間損益計算書   
  （単位：百万円）

対前年中間期 当 中 間 期 
(平成13年2月1日～平成13年7月31日）

前 年 中 間 期 
(平成12年2月1日～平成12年7月31日) 比 較 増 減 

 

 
前     期 

(平成12年2月1日～平成13年1月31日)

 
期  別 

 

科  目 金   額 
百分比

（％） 金   額 
百分比

（％） 金  額 比率（％） 金   額 
百分比

（％）

売 上 高 ５６９，２８９ 100.0 ６１３，２３０ 100.0 △４３，９４１ △7.2 １，１８４，１８６ 100.0

 完 成 工 事 高 ５０４，３０２ 88.6 ５４８，７３８ 89.5   １，０５６，５１７ 89.2

 不 動 産 事 業 売 上 高 ６４，９８６ 11.4 ６４，４９１ 10.5   １２７，６６８ 10.8

売 上 原 価 ４４６，７８６ 78.5 ４７８，７７０ 78.1 △３１，９８４ △6.7 ９２５，２５０ 78.1

 完 成 工 事 原 価 ３８５，８５０ (76.5) ４１６，９５９ (76.0)   ８０２，６６２ (76.0)

 

 不動産事業売上原価 ６０，９３６ (93.8) ６１，８１０ (95.8)   １２２，５８８ (96.0)  

売 上 総 利 益 １２２，５０２ 21.5 １３４，４５９ 21.9 △１１，９５７ △8.9 ２５８，９３５ 21.9

 完 成 工 事 総 利 益 １１８，４５２ (23.5) １３１，７７８ (24.0)   ２５３，８５４ (24.0)

 

 不動産事業売上総利益 ４，０４９ (6.2) ２，６８０ (4.2)   ５，０８０ (4.0)

販売費及び一般管理費 ８８，１０２ 15.5 ８６，２３０ 14.1 １，８７２ 2.2 １７３，４８２ 14.7

営 
 

 

業 
 

 

損 
 

 

益 

営 業 利 益 ３４，４００ 6.0 ４８，２２９ 7.8 △１３，８２９ △28.7 ８５，４５３ 7.2

営 業 外 収 益 ５，１７６ 0.9 ４，２３７ 0.7 ９３９ 22.2 １０，１３１ 0.9

 受取利息及び配当金 ２，９２９ ３，０９５    ５，４３８

 そ の 他 ２，２４７ １，１４１    ４，６９３

営 業 外 費 用 ４，２７６ 0.7 １０，００７ 1.6 △ ５，７３１ △57.3 １７，３９７ 1.5

 支 払 利 息 １９７  １６２    ２９５  

 社 債 利 息 １，６３３  １，５１２    ３，０２５  

 有 価 証 券 評 価 損 －  ６，３２６    ８，６９４  

営 

業 

外 

損 

益  そ の 他 ２，４４５  ２，００５    ５，３８１  

経 
 

 
 

常 
 

 
 

損 
 

 
 

益 
 

 
 

の 
 

 
 

部 

経 常 利 益 ３５，３００ 6.2 ４２，４５９ 6.9 △ ７，１５９ △16.9 ７８，１８７ 6.6

特 別 利 益 ３９７ 0.1 ９４ 0.0 ３０３ 322.3 ４７８ 0.0

特 別 損 失 ７０，６４１ 12.4 １８，６４４ 3.0 ５１，９９７ 278.9 ３８，０００ 3.2

 退職給付会計基準変更時差異償却額 ５２，８２２ －    －  

 過年度退職給与引当金繰入額 － １６，４２８    １６，４２８  

 厚生年金基 金特別掛金 － －    １３，４８２  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １３，１２６ －    －  

 固定資産売却及び除却損 ２，２１７ ２，２１５    ７，９４７  

特 

別 

損 

益 

の 
部 

 そ の 他 ２，４７４ －    １４１  

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 又 は 

税 引 前 中 間 純 損 失 （ △ ） 
△ ３４，９４３ △ 6.1 ２３，９０９ 3.9 △５８，８５２ △ 246.1 ４０，６６５ 3.4

 法人税、住民税及び事業税 ６，４０９ 1.1 ８，２３４ 1.3    ４，０１３ 0.3

 法 人 税 等 調 整 額 △ ２０，６３７ △ 3.6 ２，０１６ 0.4    １３，８７５ 1.2

中間（当期）純利益又は中間純損失（△） △ ２０，７１５ △ 3.6 １３，６５９ 2.2 △３４，３７４ △ 251.7 ２２，７７７ 1.9

 

前 期 繰 越 利 益 ８，７２９ ８，９８２    ８，９８２   

中 間 配 当 額 － －   ６，４９１  

利 益 準 備 金 積 立 額 － －   ６４９  

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 又 は 

中 間 未 処 理 損 失 （ △ ） 
△ １１，９８５ ２２，６４２   ２４，６２０  
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[中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

① 未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地 ‥‥‥‥ 個別原価法 

 ② 半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均原価法 

(2) 有価証券 

 ① 満期保有目的債券 ‥‥‥‥‥‥‥ 償却原価法（定額法） 

 ② 子会社株式及び関連会社株式 ‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 ③ その他有価証券 

   ・時価のあるもの ‥‥‥‥‥‥‥ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ています。） 

   ・時価のないもの ‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 (3) デリバティブ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 時価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 ‥‥ 建物（建物附属設備を除く）については法人税法の規定に基づく定額法、その他の有形固定資

産については法人税法の規定に基づく定率法 

 (2) 無形固定資産 ‥‥ 法人税法の規定に基づく定額法、但し自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法 

 

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しています。 

 (2) 関係会社投資評価引当金 ‥‥ 関係会社への投資に対する損失に備えるため、資産内容等を勘案して計上していま

す。 

 (3) 賞与引当金 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間に負担

すべき額を計上しています。 

 (4) 完成工事補償引当金 ‥‥‥‥ 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、中間会計

期間末に至る一年間の保証責任が伴う完成工事高の1,000分の1及び不動産事業売

上高のうち建物部分にかかる売上高の 1,000 分の 1を計上しています。 

 (5) 退職給付引当金 ‥‥‥‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

しています。なお、会計基準変更時差異(52,822 百万円)については当中間会計期

間において全額費用処理しています。 

 (5) 役員退職慰労引当金 ‥‥‥‥ 役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間期末現在の

要支給額を計上しています。 

 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 
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５．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   為替予約について振当処理を採用しています。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   外貨建の金銭債務をヘッジ対象として、為替予約をヘッジ手段としています。 

 (3) ヘッジ方針 

   外貨建の金銭債務に係る為替変動リスクをヘッジすることを目的とする場合に、為替予約取引を行うこととしていま

す。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段の契約額等とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつ、キャッシュ・フローが固定されて

いるため、ヘッジの有効性の判定は省略しています。 

 

７．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

   なお、控除対象外消費税等は、当中間会計期間の費用としています。 

 

（追加情報） 

１．退職給付会計 

   当中間会計期間から、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成 10 年 6月 16 日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比べ、売上総利益は 10 百万円、営業

利益及び経常利益は 509 百万円、税引前中間純損失は 46,704 百万円、中間純損失は 27,228 百万円それぞれ増加してい

ます。 

   また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しています。 

 

２．金融商品会計 

   当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成 11 年 1月 22 日））を適用し、有価証券の評価方法、デリバティブ取引の評価方法等を変更しています。この結果、

従来の方法によった場合と比べ、経常利益は 11,017 百万円増加し、税引前中間純損失は 9,368 百万円、中間純損失は

6,080 百万円それぞれ減少しています。 

   また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち１年以内に

満期の到来するものは流動資産の「有価証券」として、それら以外は投資等の「投資有価証券」として表示しています。

その結果、流動資産の「有価証券」は 3,657 百万円減少し、投資等の「投資有価証券」は同額増加しています。 

 

３．外貨建取引等会計基準 

   当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業

会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比べ、経常利益は 169

百万円減少し、税引前中間純損失は 169 百万円、中間純損失は 109 百万円それぞれ増加しています。 
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［注記事項］ 

１．中間貸借対照表の注記 

 （当中間期） （前年中間期） （前 期）

(1)有形固定資産の減価償却累計額 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 124,376 百万円 116,931 百万円 119,936 百万円

(2)担保提供資産 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30,755 百万円 30,808 百万円 30,767 百万円

(3)保証債務 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 89,575 百万円 114,091 百万円 104,505 百万円

(4)自己株式（その他の流動資産に含む。） ‥‥‥‥‥‥‥ 4 百万円 7百万円 2 百万円

 (4,809 株) (7,704 株) (2,101 株)

２．中間損益計算書の注記 

 （当中間期） （前年中間期） （前 期）

減価償却実施額  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 5,418 百万円 5,710 百万円 11,675 百万円

 
３．リース取引関係 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 
                                                 （単位：百万円） 
 当中間期 前年中間期 前  期 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

中 間 期 末

残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取得価額 
相 当 額 

減価償却累

計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

建 物 49,205 27,715 21,490 48,396 27,733 20,663 52,133 32,352 19,780

工具器具及び備品 9,932 6,261 3,670 8,830 5,145 3,685 9,875 5,985 3,889

車輌及び運搬具 14 4 10 - - - - - -

ソ フ ト ウ エ ア 1,777 635 1,141 1,245 335 909 1,601 503 1,097

合 計 60,929 34,615 26,313 58,472 33,213 25,258 63,610 38,842 24,768

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が、有形固定資産の中間期末（期末）残高相当額に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しています。 

 
 ②未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

    （当中間期）   （前年中間期）    （前期） 
１ 年 以 内 9,247 百万円 9,081 百万円 8,953 百万円 

１ 年 超 17,066 百万円 16,176 百万円 15,814 百万円 

合 計 26,313 百万円 25,258 百万円 24,768 百万円 

（注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額が有形固定資産の中間期末

（期末）残高相当額に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。 

 
 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

    (当中間期)      （前年中間期）    （前期） 
支 払 リ － ス 料 4,812 百万円 4,811 百万円 9,617 百万円 

（減価償却費相当額）    
 
 ④減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 

 
（オペレーティング・リース） 

   （当中間期）  （前年中間期） （前期） 
未経過リース料 １ 年 以 内 11 百万円 12 百万円 11 百万円 

 １ 年 超 77 百万円 86 百万円 80 百万円 

 合 計 89 百万円 99 百万円 92 百万円 
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４．有価証券関係 
（当中間会計期間） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  
（単位：百万円） 

当中間会計期間（平成13年7月31日現在）   
種   類 中間貸借対照表 

計  上  額 
時   価 差   額   

 子 会 社 株 式  １，３９０  ９，８０９ ８，４１８   

 関 連 会 社 株 式  １，９９１  ２，９９９ １，００８   

    

    
（前中間会計期間） 

 （単位：百万円）

前 中 間 期 

 （平成12年7月31日現在）  
種   類      

中間貸借対照表 

計  上  額 
時  価 評価損(△)益  

流動資産に属するもの                                
株 式         ３，８６４  １０，７５６ ６，８９２ 

債 券         －  － －

そ の 他         －  － －

小 計 ３，８６４  １０，７５６ ６，８９２ 

固定資産に属するもの  

株 式         ５８，５０９  ７４，３１３ １５，８０４ 

債 券         －  － － 

そ の 他         －  － － 

小 計 ５８，５０９  ７４，３１３ １５，８０４ 

合 計 ６２，３７３  ８５，０７０ ２２，６９６ 

(注）1．時価等の算定方法 

 (1)上場有価証券 

    主に東京証券取引所の最終価格 

(2)店頭売買有価証券 

    日本証券業協会が公表する売買価格 

2. 流動資産の株式には、自己株式を含めて表示しています。なお、前中間期末における評価損は百万円未満です。 

3. 開示の対象から除いた有価証券の(中間)貸借対照表計上額  （前中間期）  

 （流動資産に属するもの）割引金融債 

            一年以内に償還の利付金融債 

            マネー・マネージメント・ファンド 

（固定資産に属するもの）非上場株式（店頭売買有価証券を除く） 

            協同組織金融機関の優先出資に関する法律に 

            規定する優先出資証券 

            非上場外国債券 

 16,669百万円 

  1,504百万円 

49,554百万円 

 8,875百万円 

 

   999百万円 

  12,000百万円 

         

 

 

       

 

 

 

 


